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□ 令和３年度住民税額の確認
□ 労働保険年度更新（申告書作成）準備
□ 夏期賞与のための人事考課
□ 新入社員の配属先決定
□ 定時株主総会準備

６５歳超雇用推進助成金
の支給要件が緩和

　令和３年４月より６５歳超雇用推進助成金
（６５歳超継続雇用促進コース）の支給要件が
改定されました。
　この助成金は、６５歳以上への定年引上げ
や高年齢者の雇用管理制度の整備等を行った
事業主に対して助成を行うものです。
　主な支給要件としては、次の通りです。

①65歳以上への定年引上げ（または定年の定め
　の廃止）を行うこと。
②定年の引き上げ等を行う前に、就業規則等に
　よって定年を定めていること
③定年引上げ（または廃止）を行う際、就業規則
　等の改定に経費を要すること。
④支給申請時に 60歳以上の雇用保険被保険者を
　雇用していること（1年以上継続して雇用され
　ていることが必要）
⑤高年齢者の雇用管理に関する措置を実施してい
　ること

　支給要件を満たした場合に助成される金額
は次の表の通りです。

令和 3 年 4 月に、改正高年齢者雇用安定法が
施行され、70 歳までの就業機会確保措置が事
業主の努力義務となっております。
　この助成金を利用して、定年の引き上げを
検討されてはいかがでしょうか︖

　パンダ先生、こんにちは。
　新型コロナウイルスのワクチン接種
がいよいよ始まりましたね。
　弊社でも全従業員に対してワクチン
接種をお願いしていますが、もし、従
業員からワクチン接種を拒否された場
合、会社はその従業員を退職させるこ
とはできるのでしょうか？

　シロクマ部長、こんにちは。
　新型コロナウイルスのワクチン接種
については、予防接種法という法律で
定められており、接種の実施主体は市
区町村で、接種は原則として努力義務
となります。
　したがいまして、会社が従業員に対
して接種を勧めることはできても、義
務付けることはできないため、従業員

が、ワクチン接種を拒んだ場合は、その意思を尊重しな
ければなりません。また、労働契約法において使用者（事
業主）には、労働者に対して安全配慮義務が発生するた
め、例えば過去にアナフィラキシーを起こしている労働
者に対して、強く接種を勧めることは、場合によっては、
安全配慮義務違反となる可能性があります。
　ご質問のケースで、労働者がワクチン接種を拒否した
場合に、解雇を行うと、解雇権の濫用として無効となる
可能性が非常に高いです。また、解雇はしなくても、接
種を拒んだ労働者に対する不利益な取り扱いも、望まし
くありません。したがって、一定数の拒否があることを
想定した上で、なるべく多くの労働者に接種をしてもら
うための職場環境づくりの整備（ワクチン接種休暇の導
入など）を行うことが重要です。

May.2021

定年を
65歳に
引き上げ

改定前と
の定年の
差が5歳
未満

改定前と
の定年の
差が5歳
以上

10人未満 25万円 30万円 85万円 120万円
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